
町の各種事業を行うための、平成
20年度予算が決まりました。

地
方
財
政
を
取
り
巻
く
状
況
が

依
然
厳
し
さ
を
増
す
な
か
、
昨
年
度

に
引
き
続
き
歳
入
確
保
を
図
る
こ

と
は
も
ち
ろ
ん
、
事
務
事
業
の
総
点

検
や
見
直
し
に
よ
る
歳
出
削
減
と
、

「
山
元
町
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
」
に

盛
り
込
ま
れ
た
各
項
目
を
着
実
に

実
施
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
徹
底
し

た
経
費
の
見
直
し
を
図
り
、
協
働
の

町
づ
く
り
に
向
け
、
限
り
あ
る
財
源

を
効
果
的
・
効
率
的
に
配
分
し
て
い

ま
す
。

一
歳
入
に
つ
い
て

総
額
は
、
5
0
億
3
4
1
万
円
に

な
り
、
前
年
度
と
比
較
し
1
・
6

％
増
（
1
、
8
9
1
万
円
増
）
に
な

っ
て
い
ま
す
。

そ
の
内
訳
と
し
て
、
町
税
は
前

年
度
か
ら
行
わ
れ
た
税
源
移
譲
の

影
響
等
か
ら
、
2
・
5
％
減
（
3
、

4
9
9
万
円
減
）
を
見
込
ん
で
い

る
も
の
の
、
地
方
交
付
税
に
つ
い

て
は
、
大
都
市
部
に
偏
っ
た
地
方

税
を
活
用
し
て
創
設
さ
れ
た
地
方

再
生
対
策
費
等
に
よ
っ
て
、
2
・

7
％
増
（
5
、
0
0
0
万
円
増
）
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

国
庫
支
出
金
に
つ
い
て
は
、
町

戸
花
線
改
良
事
業
が
、
2
6
・
4
％

増
（
4
、
4
9
4
万
円
増
）
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

町
倭
に
つ
い
て
は
、
県
営
か
ん

が
い
排
水
事
業
や
、
磯
浜
漁
港
整

備
事
業
の
実
施
に
伴
い
借
入
れ
を

予
定
し
て
い
る
他
、
臨
時
財
政
対

策
債
（
交
付
税
の
不
足
分
を
借
り

入
れ
す
る
た
め
の
借
金
）
の
減
等

に
よ
り
、
Ⅱ
・
5
％
減
（
3
、

0
7
0
万
円
減
）
を
計
上
し
て
い

ま
す
。

主に基金を取り期して
財源に充てるためのお金

他の蔵人科目に屈さない
収入で、会社や個人等に
貸付した返済金寺

町営住宅の家賃や、
住民票交付手数粕等

広報やまもと5月号N°．346（10）

（単位：千円）一般会計歳入

項　　　 目 案墜書籍 前年比 （％）

町　　　　　　　　 税 1 ．3 6 3 ．3 9 2 △　 2 ．5

地　 方　 譲　 与　 税 1 12 ．0 0 0 0 ．0

地 方 消 費 税 交 付 金 13 0 ．0 0 0 0 ．0

ゴルフ場利用税交付金 2 7 ．0 0 0 △　 2 ．9

自動 車取 得 税 交 付金 5 6 ，0 0 0 0 ．0

地 方 特 例 交 付 金 1 1．8 7 8 △ 3 2 ．5

地　 方　 交　 付　 税 1，9 2 0 ．0 0 0 2 ．7

分 担 金 及 び 負 担 金 5 4 ．0 7 0 △ 14 ．0

使 用 料 及 び 手 数 料 4 2 ．5 4 7 ∠ゝ　 2 ．8

国　 庫　 支　 出　 金 2 15 ．2 6 3 2 6 ．4

県　　 支　　 出　　 金 2 7 8 ．3 4 7 8 ．1

繰　　　 入　　　 金 4 6 1．4 0 2 10 ．5

諸　　　 収　　　 入 6 3 ，0 4 9 △　 3 ．4

町　　　　　　　　 債 2 3 7 ．3 0 0 △ 1 十5

そ　　　 の　　　 他 3 1．16 6 13 ．7

合　　　　　　　　 計 5 ，0 0 3 ．4 14 1．6

地方消費税の一郎を財源として、
県か人口等により按分し帥こ交付するお金

甘 ，説

i l憶 圃整圏 9 万 円　へ0‘

自 主 財 7

4 0 ，0 ％

　 繰 入

地方消費税交付金
1億3，000万円
2．6％

金

依存財源
60．0％

● l

その他（1）　使用料・手数料
7，143万円　　4．255万円
1．4％　　　　　0．9％

保育栂を勉めとした
負担金等

※％は割合を示す



園図2

歳
出
に
つ
い
て

一
般
会
計
予
算
の
目
的
別
内
訳

に
つ
い
て
は
下
の
表
の
と
お
り
で

あ
り
、
そ
の
割
合
を
多
い
順
に
示

し
た
の
が
円
グ
ラ
フ
で
す
。

総
務
費
ま
ち
づ
く
り
や
日
常
生
活
に
関

わ
る
身
近
な
情
報
源
で
あ
る
「
広

報
や
ま
も
と
」
等
の
経
費
や
、
「
ぐ

る
り
ん
号
」
の
運
行
経
費
、
さ
ら
に
、

定
住
促
進
対
策
に
向
け
た
経
費

等
、
行
政
一
般
の
管
理
経
艶
に
つ

い
て
の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
1
、
1
5
3
万
円
減
）

民
生
費
福
祉
相
談
窓
口
相
互
の
調
整
を

図
る
た
め
の
経
饗
や
、
障
害
者
の

自
立
支
援
、
子
育
て
支
援
や
介
護

予
防
支
援
事
業
の
推
進
経
費
な
ど

の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
4
、
0
3
9
万
円
増
）

衛
生
費
本
町
の
健
康
づ
く
り
計
画
「
み

ん
な
で
つ
く
る
元
気
や
ま
も
と

2
1
」
を
指
針
と
し
た
健
康
増
進
に

要
す
る
経
費
や
感
染
症
対
策
、
さ

ら
に
地
域
医
療
を
推
進
す
る
た
め

の
経
費
な
ど
の
予
算
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

（
前
年
比
3
、
1
6
2
万
円
滅
）

農
林
水
産
業
費

米
政
策
改
革
推
進
対
策
や
園
芸

振
興
対
策
、
農
薬
生
産
基
盤
整
備

等
、
農
業
全
般
に
わ
た
り
持
続
的

発
展
を
目
指
し
た
予
算
を
計
上
し

ノ

て
い
ま
す
。
ま
た
、
水
産
業
振
興

を
図
る
た
め
、
特
産
品
で
あ
る
ホ

ッ
キ
貝
の
ブ
ラ
ン
ド
化
を
始
め
と

し
た
漁
業
振
興
対
策
や
、
磯
浜
漁

港
内
の
静
穏
度
を
保
つ
た
め
東
波

除
堤
の
整
備
経
費
な
ど
の
予
算
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
4
2
5
万
円
減
）

商
工
費
町
内
中
小
企
業
者
に
対
す
る
運

転
資
金
等
の
融
資
斡
旋
に
関
す
る

経
費
を
計
上
す
る
と
と
も
に
、
地

場
産
品
等
の
P
R
を
通
し
て
地

域
の
魅
力
を
内
外
に
発
信
す
る
た

め
、
「
仙
台
二
目
城
デ
ス
テ
ィ
ネ
ー

シ
ョ
ン
・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
へ
の

参
加
経
費
な
ど
の
予
算
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

（
前
年
比
1
0
8
万
円
増
）

土
木
費
町
道
や
河
川
の
維
持
管
理
経
費

を
計
上
し
て
い
る
ほ
か
、
住
宅
安

全
対
策
と
し
て
、
住
宅
の
耐
震
化
促

進
を
目
的
と
し
た
「
木
造
住
宅
耐

震
診
断
士
派
遣
業
務
」
等
に
よ
る

耐
震
対
策
を
推
進
す
る
た
め
の
経

費
等
の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
6
、
6
5
1
万
円
増
）

消
防
費
予
期
せ
ぬ
災
害
に
適
切
に
対
処

し
、
町
民
生
活
の
安
全
確
保
を
図

る
た
め
の
消
防
・
防
災
対
策
に
関

．
一

わ
る
経
欝
な
ど
の
予
算
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

（
前
年
比
1
、
1
6
6
万
円
減
）

教
育
費
「
確
か
な
学
力
」
「
豊
か
な
心
」

「
た
く
ま
し
い
体
の
育
成
」
を
図
る

た
め
の
経
費
を
始
め
、
「
特
別
支

援
教
育
支
援
貝
」
の
設
置
経
費
を
、

今
年
度
新
た
に
計
上
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
生
涯
学
習
の
推
進
や

文
化
財
の
保
護
、
ス
ポ
ー
ツ
の
振

興
に
係
る
経
費
な
ど
の
予
算
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
9
0
1
万
円
減
）

公
債
費
定
時
償
還
金
の
他
、
将
来
の
負

担
軽
減
を
図
る
た
め
、
前
年
度
に

引
き
続
き
年
利
6
％
以
上
の
地
方

債
に
つ
い
て
繰
上
償
還
を
行
う
な

ど
の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
前
年
比
3
、
9
4
4
万
円
増
）

な
お
、
今
回
の
繰
上
償
還
に
つ

い
て
は
、
財
政
融
資
資
金
等
政
府

系
機
関
等
か
ら
貸
付
を
受
け
て
い

る
高
利
の
地
方
債
に
つ
い
て
、
財

政
健
全
化
計
画
等
を
作
成
し
国
の

認
定
を
受
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

補
償
金
の
免
除
を
受
け
財
政
負
担

の
軽
減
を
図
る
も
の
で
す
。

（単位：千円）一般会計歳出（目的別内訳〉

案 ≡ 予 算 額 前 年 比 （％）

議　　　 会　　　 費 1 0 1 ，0 2 1 ∠ゝ 0 ．5

総　　　 務　　　 費 7 5 9 ．7 7 1 △ 1 ．5

民　　　 生　　　 費 1 ．2 2 4 ．4 5 3 3 ．4

衛　　　 生　　　 費 3 6 2 ．9 3 0 △ 8 ．0

労　　　 働　　　 費 7 ．5 3 6 3 ．5

農　 林　 水　 産　 業　 費 4 2 7 I9 7 5 △ 1 ．0

商　　　 工　　　 費 6 2 ．3 7 3 1 ．8

土　　　 木　　　 費 5 8 8 ．1 3 2 1 2 ．7

消　　　 防　　　 費 2 5 5 ．9 1 9 ∠ゝ 4 ．4

教　　　 育　　　 費 4 3 1 i9 5 7 △ 2 ．0

公　　　 債　　　 費 7 6 5 ，0 6 3 5 ．4

そ　　　 の　　　 他 1 6 ，2 8 4 ∠ゝ 十 1

合　　　　　　　　 計 5 ．0 0 3 ．4 14 1 ．6

町積金遷宮の　　 諸 会 費　　　　 商 工 費　 商工業の振興などの撞費

ための僅貫 1聖 経 円　 6 i詔 円　 労 働 費 諸 務 めの

7 5 4 万 円　 哲理迅雷饉織
消 防 費　　　　　　　　　　　　 0 ．2 ％

2 億 5 ．5 9 2 万 円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 そ の 他

5 ．1 ％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 ，6 2 9 万 円

渦朗や火災予防などの
災害対語のための鰹鎖

　 ＿ 衛 生 費

環境保全、疾病予防、 3 億 6 ，2 9 3 万 円
錘優増進などの経費　 7 ．3 ％

／農 林 水 産 業 費　　　　　　　　　　　　　　　　 田富のある方や高齢者に

馨 繋 II4億欝 （謡 ， 竿

腰闇珊瑚誘因閤　　　　　　　　　　　　 公債費　 l
磁 1　　　　　　　　　　 7億6．506万円／

15．3％
単板教育生涯学習の　 重態襲
讃発議‾ツ 謡 謡闘 穏 7億務 田 言 落 謹 監 護

　　 15・2％　 ノ

∴ ∴ 、 ． ：∴∴ ∴ 一 意

※％は割合を示す

広報やまもと5月号No．346（11）



＼，＿

歳出予算と町税の推移1万円に置き換えると

税

16　17　18　19　20年度

税金等の使いみちについて、1万円を内容ことに配分してみた場合

（上段）と、一段会計予算を町民1人当たりにしてみた場合（下段）

※町民17．168人（3月末現在）で計算

平成20年度の主な事業と予算

保育所運営事業　　　　　　　　2億5．100万円

学童保育運営事業　　　　　　　　1．000万円
社会結社協議会支援措置事業　　　1，500万円

敬老祝金　　　　　　　　　　　　　900万円

知的・精神・身体自立支援介護給付事業1億800万円
心身障害者医療費助成金　　　　　3，500万円

国民健康保険事業特別会計繰出金1億1．500万円
後期高齢者医療制度療養給付費負担金（運営費含む）

1億5．000万円
後期高齢者医療特別会計繰出金　　4．100万円

介護保険事業特別会計繰出金　1億6．700万円

元金利子償還金（定時償還）　　6億3，200万円

元金利子償還金（繰上償還）　　　　　600万円

交通安全対策事業
町民バス運行事業
防犯対策事業

定住促進対策事業※1

1．000万円
1．600万円

700万円
1．200万円

道路新設改良事業（地方道路整備含む）1億4．500万円
木造住宅耐震診断士派遣事業　　　　100万円

下水道事業特別会計繰出金　　　2億4．800万円
農業集落排水事業特別会計繰出金1億200万円

奨学金貸付事業
特別支援教育支援事業

外国語指導助手配置事業
小学校屋体耐震診断業務委託事業
学校給食費助成事業※2

文化財保護事業

1．000万円
100万円

400万円
200万円

50万円
100万円

農業振興対策事業
農道等整備車業

食糧需給対策事業
むらづくり交付金事業

団営農地再編整備事業
地域水産物供給基盤整備事業

1．900万円

1億2．900万円
1，300万円
6，000万円

8．100万円
3．200万円

医科・歯科休日患者医療業務委託事業　300万円

病院群輪番制運営委諸事業　　　　　100万円
社会復帰施設運営委託事業　　　　　2，900万円

健康増進事業　　　　　　　　　　　4．000万円
亘理名取共立衛生処理組合運営費負担金1億8．700万円

不法投棄対策事業　　　　　　　　　100万円

亘理地区行政事務組合消防費負担金2億700万円

消防施設整備事業　　　　　　　　　　500万円

企業誘致推進事務事業※3 40万円

※については町長公約に伴う主な政策予算であり、その内容としては、
※1新たに新薬住宅又は中古住宅を取得する新婚世帯等や、新たに賃貸住宅を建築供給する事業者等を対象に、住宅取得経費の一部を助成
するもの

※2　住民税が非課税の世帯等で、かつ公的扶助の対象とならない子育て世帯を対象に給食費の5％補助を行うもの
※3　東京及び名古屋で開催予定の「宮城県企業立地セミナー」に参加するなど幅広く企業誘致活動に取り組むもの

広報やまもと5月号No．346（12）



田園2頚髄ら三業も

普通会計予算額 （単位‥千円言　一級会計歳出（性質別内訳）

▲　 。S E 田園S S S S E l予 算 額 前年比 （％）i

一　 般　 会　 計 5 ，0 0 3 ．4 1 4 1 ．6

特

別

．∠ゝブミ

計

国民健康保 険

事　 業
2 ．1 0 5 ，0 0 0 7 ．9

老 人 保 健 18 3 ，0 0 0 △ 9 0 ．0

後 期 高 齢 者 15 7 ．0 0 0 新 規

介護保険事業 1 ，10 9 ．0 0 0 1 ．6

下 水 道 事 業 1 ．0 5 1 ．3 0 0 5 0 ．6

農業集落排水

事　 業
2 2 9 ，3 0 0 2 3 ．5

原則ですが、地方公共団体の会計経理は副

収入支出をひとまとめで経理するのが

雑多岐にわたっているため、一般会計とは　一

別に、特定の収入をもって特売の支出に充l

てる場合は、特別会計をつくって分かりや」

すくしています。

本町の場合は、一般会計（lつ）と特別会；
計（6つ）の合わせて7つの会計があります。

一般会計とは、町の行政サービスの基礎的i
なこと（教育、福祉の行政サービスや道路、

公園整備など）を行う会計です。特別会計！

とは、特定の目的のための会計で国民健康！

保険税や下水道使用料など、一般会計からl

切り離して、その収入・支出を経理する会；

計のことです。

水道事業会計予算額（公営企業会計）
（単位：千円）

i脚 l関 li墨書；“ 資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 4 3 7 ．1 5 9 収 入 2 4 3 ．4 3 6

支 出 4 1 5 ．5 2 8 支 出 4 1 0 ．0 3 1

※資本的収入額か資本的支出額に対し不足する額

166i595千円は損益勘定留保資金等の補てん財源
で補てんします。

広報やまもと5月号No．346（13）

（単位：千円）

項　　　 目 予 算 額 …‾睦 言踊！物 音m

人　　　 件　　　 費 1 ．3 0 7 ．0 9 8 △　 4 ．3

公　　　 債　　　 費 7 6 5 ．0 6 3 5 ．4

扶　　　 助　　　 費 3 3 0 ．8 9 8 △ 1 3 ．9

普 通 建 設 事 業 費 等 4 7 7 ．9 9 6 1 5 ．0

繰　　　 出　　　 金 7 0 8 ，3 5 0 △　 8 ．2

補　　 助　　 費　　 等 7 6 0 ．5 6 7 2 5 ．1

物　　　 件　　　 費 5 4 6 ．3 1 6 ∠ゝ　 0 ．3

そ　　　 の　　　 他 1 0 7 ，1 2 6 1 ．9

合　　　　　　　　 計 5 ，0 0 3 ．4 1 4 1 ．6

性質別予算
町の経費を、行政日的ごとに分類したものが目的別予箆で
あるのに対し、その経済的性質を基準として分類したものを
性質別予算といいます。大きく「義務的経費」、「投資的経費」、
「その他経費」の3つに分かれます。

補 費

並l≡ミ

託する場合の
i偶人薮等

その他
1億7
2
12 万円

．1％
／／物石質 ＼

5億4 i6 3 1万中

〕／ 10 “9 ％

等
7万円
比
その他
4 2 i4 ％ （

〕

菜霧 円 等

i 町議会磯貝や班員等Iこ対し
支払われる給議や手当等

的
6

閥 繕

．綱

＼
＼

円
00

）雪離 苧

7億諌
1望 ％ ト 、＿

4 ．2 ％

道連設事業費等 」

町が発行した町側こついて
毎年支払うことになる元金

扶助費

4億7．800万円

※％は割合を元す

3億3．090万円


